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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第126期

第１四半期累計期間
第127期

第１四半期累計期間
第126期

会計期間
自 令和４年２月１日
至 令和４年４月30日

自 令和５年２月１日
至 令和５年４月30日

自 令和４年２月１日
至 令和５年１月31日

売上高 (千円) 782,064 889,359 3,344,564

経常利益 (千円) 52,317 79,889 183,687

四半期(当期)純利益 (千円) 47,165 54,446 124,612

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ―

資本金 (千円) 564,200 564,200 564,200

発行済株式総数 (千株) 2,821 2,821 2,821

純資産額 (千円) 2,241,049 2,345,320 2,319,551

総資産額 (千円) 5,682,247 5,640,588 5,765,860

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 16.91 19.53 44.69

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 10

自己資本比率 (％) 39.4 41.6 40.2

(注)１ 当社は四半期連結財務諸表を作成していないので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 当社は関連会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 【事業の内容】

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　なお、前事業年度の有価証券報告書に記載した「(6)大規模感染症の影響」において当社が遵守するとした「映画

館における新型コロナウイルス感染拡大予防ガイドライン」は令和５年５月７日を以って廃止されましたが、「あ

べのアポロシネマ」では引き続き大規模感染症に対するリスクの軽減に努めてまいります。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中における将来に関する事項は、当第１四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、個人消費は徐々に持ちなおし、企業収益は総じて改善している一

方で、物価上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響や海外景気の下振れによる景気下押しリスクが懸

念される中、ウィズコロナの下で、各種政策の効果もあって、景気は緩やかな回復基調で推移しました。

　この間当社におきましては、社会経済活動の変化や動向を注視し、当社施設において安全で快適な環境づくりに

努めるとともに、あべのアポロシネマへの集客、アポロビル・ルシアスビルにおける空室部分への後継テナント誘

致に注力しました。

これらの結果、当第１四半期累計期間の売上高合計は889,359千円（前年同期比13.7％増）となり、費用面におき

ましては、部門別業績管理の徹底により、諸経費全般に亘って鋭意抑制した結果、営業利益は80,653千円（前年同

期比65.1％増）となり、経常利益は79,889千円（前年同期比52.7％増）、四半期純利益は54,446千円（前年同期比

15.4％増）となりました。

　各セグメントの状況は次のとおりであります。

ａ．シネマ・アミューズメント事業

シネマ・アミューズメント事業部門におきましては、“名探偵コナン 黒鉄の魚影” “ドラえもん のび太と

空の理想郷”“滝沢歌舞伎 ＺＥＲＯ ＦＩＮＡＬ” “鬼滅の刃 上弦集結、そして刀鍛冶の里へ” “ＴＨＥ

ＦＩＲＳＴ ＳＬＡＭ ＤＵＮＫ”などの話題作を上映する一方、感染予防対策を継続した上で販売促進活動を

推進した結果、収入合計は386,152千円（前年同期比36.9％増）、営業原価控除後のセグメント利益は38,460千

円（前年同期セグメント損失891千円）となりました。

　 同事業の収入等は次のとおりであります。

区分 単位
当第１四半期累計期間

(令和５年２月１日から
令和５年４月30日まで)

前年同期比（％）

劇場入場人員 千人 217 15.5

劇場収入 千円 334,738 30.8

娯楽場収入 千円 51,414 95.5

合計 千円 386,152 36.9
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ｂ．不動産事業

不動産事業部門におきましては、テナント入居率の維持・向上による賃料収入の確保に努めた結果、セグメ

ント全体の収入合計は503,206千円（前年同期比0.7％増）となり、セグメント利益は116,101千円（前年同期比

3.7％減）となりました。

　 同事業の収入は次のとおりであります。

区分 単位
当第１四半期累計期間

(令和５年２月１日から
令和５年４月30日まで)

前年同期比（％）

不動産賃貸収入 千円 346,244 △0.4

駐車場収入 千円 52,378 10.9

ビル共益費等収入 千円 99,026 △0.5

その他事業収入 千円 5,556 1.9

合計 千円 503,206 0.7

当第１四半期会計期間末における総資産は、短期貸付金の減少等により前期末に比較して125,272千円減少し、

5,640,588千円となりました。負債は、設備関係未払金の減少等により、前期末に比較して151,041千円減少し、

3,295,267千円となりました。純資産は、四半期純利益など利益剰余金の増加額が配当金の支払い等による減少額を

上回ったため、前期末に比較して25,768千円増加し、2,345,320千円となりました。

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更はありません。

(3) 研究開発活動

該当事項はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(令和５年４月30日)

提出日現在
発行数(株)

(令和５年６月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,821,000 2,821,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数
100株

計 2,821,000 2,821,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　 該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

令和５年２月１日～
　令和５年４月30日

－ 2,821 － 564,200 － 24,155

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

令和５年４月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 ― ―

32,600

完全議決権株式(その他)
普通株式

27,320 ―
2,732,000

単元未満株式
普通株式

― ―
56,400

発行済株式総数 2,821,000 ― ―

総株主の議決権 ― 27,320 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式25株が含まれております。

② 【自己株式等】

令和５年４月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社きんえい

大阪市阿倍野区
阿倍野筋１―５―１

32,600 ― 32,600 1.16

計 ― 32,600 ― 32,600 1.16

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(令和５年２月１日から令和５年

４月30日まで)及び第１四半期累計期間(令和５年２月１日から令和５年４月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(令和５年１月31日)

当第１四半期会計期間
(令和５年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 75,622 114,874

売掛金及び契約資産 109,940 155,225

商品 3,823 4,122

その他 704,658 545,413

貸倒引当金 △730 △610

流動資産合計 893,315 819,026

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 2,715,511 2,702,863

機械及び装置（純額） 41,968 40,517

工具、器具及び備品（純額） 79,664 71,218

土地 1,123,748 1,123,748

建設仮勘定 20,370 -

有形固定資産合計 3,981,263 3,938,347

無形固定資産 31,020 24,604

投資その他の資産

差入保証金 815,746 815,746

その他 44,514 42,862

投資その他の資産合計 860,261 858,609

固定資産合計 4,872,545 4,821,561

資産合計 5,765,860 5,640,588

負債の部

流動負債

買掛金 92,761 123,684

短期借入金 350,000 350,000

１年内返済予定の長期借入金 75,000 75,000

未払法人税等 36,852 29,050

賞与引当金 8,800 16,200

その他 674,801 513,334

流動負債合計 1,238,215 1,107,269

固定負債

長期借入金 318,750 300,000

退職給付引当金 60,451 61,489

受入保証金 1,533,934 1,533,900

資産除去債務 290,000 290,000

その他 4,957 2,608

固定負債合計 2,208,093 2,187,998

負債合計 3,446,309 3,295,267
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(単位：千円)

前事業年度
(令和５年１月31日)

当第１四半期会計期間
(令和５年４月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 564,200 564,200

資本剰余金 24,155 24,155

利益剰余金 1,838,166 1,864,728

自己株式 △111,508 △111,508

株主資本合計 2,315,013 2,341,576

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,537 3,744

評価・換算差額等合計 4,537 3,744

純資産合計 2,319,551 2,345,320

負債純資産合計 5,765,860 5,640,588
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(2) 【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 令和４年２月１日
　至 令和４年４月30日)

当第１四半期累計期間
(自 令和５年２月１日
　至 令和５年４月30日)

売上高 782,064 889,359

営業原価 662,391 734,797

営業総利益 119,673 154,562

一般管理費 70,830 73,908

営業利益 48,843 80,653

営業外収益

受取利息 352 454

給付金収入 - 200

違約金収入 4,833 -

雑収入 45 19

営業外収益合計 5,230 674

営業外費用

支払利息 1,754 1,436

雑支出 1 2

営業外費用合計 1,756 1,438

経常利益 52,317 79,889

特別利益

休業等の要請に伴う協力金 ※１ 16,080 -

特別利益合計 16,080 -

特別損失

固定資産除却損 255 344

特別損失合計 255 344

税引前四半期純利益 68,142 79,545

法人税、住民税及び事業税 21,747 27,098

法人税等調整額 △770 △1,999

法人税等合計 20,977 25,098

四半期純利益 47,165 54,446
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【注記事項】

(四半期損益計算書関係)

※１ 休業等の要請に伴う協力金

前第１四半期累計期間(令和４年２月１日から令和４年４月30日まで)

新型コロナウイルス感染拡大防止に向けた大阪府からの休業等の要請に応じたことによる協力金を、休業等の要

請に伴う協力金として特別利益に計上しております。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

前第１四半期累計期間
(令和４年２月１日から
令和４年４月30日まで)

当第１四半期累計期間
(令和５年２月１日から
令和５年４月30日まで)

減価償却費 80,739千円 76,181千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期累計期間（令和４年２月１日から令和４年４月30日まで）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和４年４月26日
定時株主総会

普通株式 27,885 10.00 令和４年１月31日 令和４年４月27日 利益剰余金

当第１四半期累計期間（令和５年２月１日から令和５年４月30日まで）

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

令和５年４月26日
定時株主総会

普通株式 27,883 10.00 令和５年１月31日 令和５年４月27日 利益剰余金

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(令和４年２月１日から令和４年４月30日まで)

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期
損益計算書
計上額
(注)２

シネマ・アミュ
ーズメント事業

不動産事業 計

売上高

　劇場収入 255,855 ― 255,855 ― 255,855

　ビル共益費等収入 ― 99,531 99,531 ― 99,531

　娯楽場及びその他事業収入 26,294 5,455 31,749 ― 31,749

　顧客との契約から生じる収益 282,149 104,986 387,135 ― 387,135

　その他の収益 ― 394,929 394,929 ― 394,929

外部顧客への売上高 282,149 499,915 782,064 ― 782,064

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 282,149 499,915 782,064 ― 782,064

セグメント利益又は損失（△） △891 120,565 119,673 △70,830 48,843

(注) １ セグメント利益又は損失（△）の調整額は、主に各報告セグメントに配分していない一般管理費（全社費

用）であります。

２ セグメント利益又は損失（△）は四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ 当第１四半期累計期間(令和５年２月１日から令和５年４月30日まで)

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注)１

四半期
損益計算書
計上額
(注)２

シネマ・アミュ
ーズメント事業

不動産事業 計

売上高

　劇場収入 334,738 ― 334,738 ― 334,738

　ビル共益費等収入 ― 99,026 99,026 ― 99,026

　娯楽場及びその他事業収入 51,414 5,556 56,971 ― 56,971

　顧客との契約から生じる収益 386,152 104,583 490,736 ― 490,736

　その他の収益 ― 398,623 398,623 ― 398,623

外部顧客への売上高 386,152 503,206 889,359 ― 889,359

セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ―

計 386,152 503,206 889,359 ― 889,359

セグメント利益 38,460 116,101 154,562 △73,908 80,653

(注) １ セグメント利益の調整額は、主に各報告セグメントに配分していない一般管理費（全社費用）であります。

２ セグメント利益は四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項(セグメント情報等)」に記載のとおりであります。

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期累計期間

(令和４年２月１日から
令和４年４月30日まで)

当第１四半期累計期間
(令和５年２月１日から
令和５年４月30日まで)

１株当たり四半期純利益 16円91銭 19円53銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 47,165 54,446

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益(千円) 47,165 54,446

普通株式の期中平均株式数(株) 2,788,540 2,788,375

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

令和５年６月13日

株式会社きんえい

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ

大 阪 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 三 浦 宏 和

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社きんえい

の令和5年2月1日から令和6年1月31日までの第127期事業年度の第1四半期会計期間（令和5年2月1日から令和5年4月30日

まで）及び第1四半期累計期間（令和5年2月1日から令和5年4月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸

借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社きんえいの令和5年4月30日現在の財政状態及び同日をもって終了

する第1四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかっ

た。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビ

ュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

　



認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事

項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監

査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は

継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準

に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １ 上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 令和５年６月14日

【会社名】 株式会社きんえい

【英訳名】 Ｋｉｎ－Ｅｉ Ｃｏｒｐ．

【代表者の役職氏名】 取締役社長 作 田 憲 彦

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 大阪市阿倍野区阿倍野筋１丁目５番１号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社取締役社長作田憲彦は、当社の第127期第１四半期(自 令和５年２月１日 至 令和５年４月30日)の四半期報

告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。

　


